
法

務

省

○

令
第

号

厚
生
労
働
省

職
業
安
定
法
及
び
労
働
者
派
遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保
及
び
派
遣
労
働
者
の
就
業
条
件
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
五
年
法
律
第
八
十
二
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
及
び
同
法
附
則
第
三
条
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
き

、
有
料
職
業
紹
介
事
業
保
証
金
規
則
の
廃
止
等
に
関
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
十
五
年

月

日

法
務
大
臣

野
沢

太
三

厚
生
労
働
大
臣

坂
口

力

有
料
職
業
紹
介
事
業
保
証
金
規
則
の
廃
止
等
に
関
す
る
省
令

（
有
料
職
業
紹
介
事
業
保
証
金
規
則
の
廃
止
）

法
務
省

第
一
条

有
料
職
業
紹
介
事
業
保
証
金
規
則
（
昭
和
六
十
一
年

令
第
一
号
）
は
、
廃
止
す
る
。

労
働
省

（
保
証
金
の
取
戻
し
）



第
二
条

職
業
安
定
法
及
び
労
働
者
派
遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保
及
び
派
遣
労
働
者
の
就
業
条
件
の
整
備
等
に
関
す
る
法

律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
附
則
第
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
保
証
金
の
取
戻
し
を
し
よ
う

と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
官
報
に
公
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

氏
名
又
は
名
称
並
び
に
事
業
所
の
名
称
及
び
所
在
地

二

保
証
金
の
額

三

法
の
施
行
前
に
当
該
保
証
金
に
つ
き
法
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
職
業
安
定
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
四

十
一
号
。
以
下
「
旧
職
業
安
定
法
」
と
い
う
。
）
第
三
十
二
条
の
二
第
二
項
の
権
利
を
有
し
て
い
た
者
は
、
六
月
を
下
ら

な
い
一
定
期
間
内
に
、
そ
の
債
権
の
額
、
債
権
発
生
の
原
因
た
る
事
実
並
び
に
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称
を
記
載
し
た
申

出
書
二
通
を
当
該
公
告
を
し
た
者
の
事
業
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
労
働
局
長
に
提
出
す
ベ
き
旨

四

前
号
の
申
出
書
の
提
出
が
な
い
と
き
は
、
保
証
金
が
取
り
戻
さ
れ
る
旨

２

保
証
金
の
取
戻
し
を
し
よ
う
と
す
る
者
が
前
項
の
規
定
に
よ
り
公
告
し
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
そ
の
旨
を
同
項
第
三
号

に
規
定
す
る
都
道
府
県
労
働
局
長
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
三
条

都
道
府
県
労
働
局
長
は
、
前
条
第
一
項
第
三
号
の
期
間
内
に
同
号
の
申
出
書
の
提
出
が
な
か
っ
た
場
合
に
は
、
そ
の



旨
の
証
明
書
を
同
項
の
公
告
を
し
た
者
に
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

都
道
府
県
労
働
局
長
は
、
前
条
第
一
項
第
三
号
の
期
間
内
に
同
号
の
申
出
書
の
提
出
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
当
該
申
出
書

の
う
ち
一
通
及
び
申
出
に
係
る
債
権
の
総
額
に
関
す
る
証
明
書
を
、
同
項
の
公
告
を
し
た
者
に
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
四
条

第
二
条
第
一
項
の
公
告
を
し
た
場
合
に
お
い
て
、
供
託
物
の
取
戻
し
を
し
よ
う
と
す
る
者
が
供
託
規
則
（
昭
和
三
十

四
年
法
務
省
令
第
二
号
）
第
二
十
五
条
第
二
号
の
規
定
に
よ
り
供
託
物
払
渡
請
求
書
に
添
付
す
べ
き
書
類
は
、
次
の
各
号
に

掲
げ
る
書
類
を
も
っ
て
足
り
る
。

一

前
条
第
一
項
の
場
合
に
お
い
て
は
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
交
付
を
受
け
た
証
明
書

二

前
条
第
二
項
の
場
合
に
お
い
て
は
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
交
付
を
受
け
た
書
類
及
び
申
出
に
係
る
旧
職
業
安
定
法
第
三

十
二
条
の
二
第
二
項
の
権
利
が
存
在
し
な
い
こ
と
又
は
消
滅
し
た
こ
と
を
証
す
る
書
面

（
保
証
金
の
還
付
）

第
五
条

第
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
場
合
に
お
い
て
、
旧
職
業
安
定
法
第
三
十
二
条
の
二
第
二
項
の
権
利
の
実
行
の
た
め
供

託
物
の
還
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
以
下
「
還
付
請
求
者
」
と
い
う
。
）
は
、
厚
生
労
働
大
臣
に
対
し
、
補
償
を
受
け
よ

う
と
す
る
事
実
の
確
認
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
厚
生
労
働
大
臣
は
、
補
償
す
べ
き
事
実
を
確
認



し
た
と
き
は
、
補
償
事
実
確
認
書
を
補
償
を
受
け
る
べ
き
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

２

還
付
請
求
者
は
、
供
託
規
則
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
ほ
か
、
別
記
様
式
の
通
知
書
三
通
を
当
該
供
託
物
が
供
託
さ
れ
て

い
る
供
託
所
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

還
付
請
求
者
が
供
託
規
則
第
二
十
四
条
第
二
号
の
規
定
に
よ
り
供
託
物
払
渡
請
求
書
に
添
付
す
べ
き
書
類
は
、
同
項
に
規

定
す
る
補
償
事
実
確
認
書
と
す
る
。

第
六
条

供
託
所
は
、
供
託
物
を
還
付
し
た
と
き
は
、
前
条
第
二
項
の
通
知
書
の
う
ち
二
通
を
第
二
条
第
一
項
第
三
号
に
規
定

す
る
都
道
府
県
労
働
局
長
に
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
七
条

前
条
の
通
知
書
を
受
け
取
っ
た
都
道
府
県
労
働
局
長
は
、
そ
の
一
通
を
当
該
供
託
者
に
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
法
の
施
行
の
日
（
平
成
十
六
年
三
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。




